
議案第８号 

 

   令和５年度美浦村国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和５年度美浦村の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定

めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２１，２５６千円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１，６６３，４２３千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

  令和５年１２月１２日提出 

 

美浦村長  中 島  栄   

 

１２月２２日原案の通り議決 

 

美浦村議会議長  下 村  宏   

 



歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 1 国民健康保険税 327,881 △22,946 304,935 

 1 国民健康保険税 327,881 △22,946 304,935 

 4 県支出金 1,112,648 209 1,112,857 

 1 県補助金 1,112,647 209 1,112,856 

 6 繰入金 210,309 1,481 211,790 

 1 他会計繰入金 137,655 578 138,233 

 2 基金繰入金 72,654 903 73,557 

 歳　　入　　合　　計 1,684,679 △21,256 1,663,423 

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項



歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 1 総務費 48,466 855 49,321 

 1 総務管理費 44,956 855 45,811 

 5 保健事業費 25,240 415 25,655 

 2 特定健康診査等事業費 19,375 415 19,790 

 6 基金積立金 24,257 △24,257 0 

 1 基金積立金 24,257 △24,257 0 

 8 諸支出金 4,814 1,731 6,545 

 1 償還金及び還付加算金 2,829 1,731 4,560 

 歳　　出　　合　　計 1,684,679 △21,256 1,663,423 

款 項



１　総　括

　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 1 国民健康保険税 327,881 △22,946 304,935 

 4 県支出金 1,112,648 209 1,112,857 

 6 繰入金 210,309 1,481 211,790 

　　　　　歳　　入　　合　　計 1,684,679 △21,256 1,663,423 

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

款



歳　出 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 総務費 48,466 855 49,321 209 553 93

 5 保健事業費 25,240 415 25,655 415

 6 基金積立金 24,257 △24,257 0 △24,257

 8 諸支出金 4,814 1,731 6,545 1,731

　歳　出　合　計 1,684,679 △21,256 1,663,423 209 553 △22,018

款 計補正前の額 補　正　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一般財源



２　歳  入

(款)  1 国民健康保険税 (項)  1 国民健康保険税

 1 一般被保険者国民健康保険税 327,875 △22,946 304,929

　　　　　 計 327,881 △22,946 304,935

(款)  4 県支出金 (項)  1 県補助金

 1 保険給付費等交付金 1,112,647 209 1,112,856

　　　　　 計 1,112,647 209 1,112,856

(款)  6 繰入金 (項)  1 他会計繰入金

 1 一般会計繰入金 137,655 578 138,233

　　　　　 計 137,655 578 138,233

(款)  6 繰入金 (項)  2 基金繰入金

 1 支払準備基金繰入金 72,654 903 73,557

　　　　　 計 72,654 903 73,557

目 計補 正 前 の 額 補　　正　　額



（単位：千円）

金 額

 1 医療給付費分現年 △14,781  15 普通徴収分 △13,348

課税分  20 特別徴収分 △1,433

 2 後期高齢者支援金 △5,203  15 普通徴収分 △4,726

分現年課税分  20 特別徴収分 △477

 3 介護納付金分現年 △2,962  15 普通徴収分 △2,962

課税分

 2 特別交付金 209   2 特別調整交付金分（市町村分） 209

 2 職員給与費等繰入 553   5 職員給与費等繰入金 553

金

 7 産前産後保険税繰 25   5 産前産後保険税繰入金 25

入金

 1 支払準備基金繰入 903   5 支払準備基金積立金繰入金 903

金

節

区　　　分
説　　　　　明



３　歳  出

(款)  1 総務費 (項)  1 総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 一般管理費 44,140 855 44,995 209 553 93

　　　計 44,956 855 45,811 209 553 93

(款)  5 保健事業費 (項)  2 特定健康診査等事業費

 1 特定健康診査等事業 19,375 415 19,790 415

費

　　　計 19,375 415 19,790 415

(款)  6 基金積立金 (項)  1 基金積立金

 1 支払準備基金積立金 24,257 △24,257 0 △24,257

　　　計 24,257 △24,257 0 △24,257

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 額 計補正前の額目



（単位：千円）

 1 職員給与関係経費（国保費）          491

 1 報酬 52  2 給料 190

   2 一般職給

     1 一般職給

 2 給料 190  3 職員手当等 262

   9 期末手当 123

     3 期末手当（一般職）

 3 職員手当等 272   10 勤勉手当 118

     1 勤勉手当

  12 退職手当 21

 4 共済費 39      3 退職手当負担金（一般職）

 4 共済費 39

   2 職員共済組合負担金

12 委託料 209      3 職員共済組合負担金（一般職）

 2 国民健康保険事務費          364

 1 報酬 52

13 使用料及び賃借料 93    4 会計年度任用職員報酬

     1 一般事務職員

 3 職員手当等 10

   9 期末手当

     5 期末手当（会計年度任用職パートタイム）

12 委託料 209

   5 業務委託料

    15 国民健康保険システム改修業務委託料

13 使用料及び賃借料 93

   1 使用料

    16 国保集約システム連携サーバライセンス使用料

 2 特定健康診査等事業          415

11 役務費 197 11 役務費 197

   1 通信運搬費

     1 郵便料

12 委託料 218 12 委託料 218

   5 業務委託料

     5 特定健康診査委託料

 2 支払準備基金     △24,257

24 積立金 △24,257 24 積立金 △24,257

  10 支払準備基金積立金

     1 支払準備基金積立金

説　　　　明
区 分 金 額

節



(款)  8 諸支出金 (項)  1 償還金及び還付加算金

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 5 その他償還金 2 1,731 1,733 1,731

　　　計 2,829 1,731 4,560 1,731

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源



（単位：千円）

 2 国庫支出金等返還金        1,731

22 償還金、利子及び 1,731 22 償還金、利子及び割引料 1,731

割引料    5 国庫支出金等返還金

     2 県支出金返還金

節

説　　　　明
区 分 金 額



１．特　　別　　職

職員数
期末手当

報　　酬 給　　料 (千円) 地域手当
（人） 年間支給

（千円） （千円） 率(月分) （千円）

長　　等

議　　員

その他の
10 100

特 別 職

計 10 100

長　　等

議　　員

その他の
10 100

特 別 職

計 10 100

長　　等

議　　員

その他の

特 別 職

計

比
　
較

区     分

給 与 費 明 細 書

　　　　給　　　　　　与　　　　　　

補
正
後

補
正
前



共 済 費 合   計

寒冷地手 その他の 計
（千円） （千円）

当(千円) 手当(千円) （千円）

100 100

100 100

100 100

100 100

備　　　考

　　　　費



２．一　　般　　職
　（１） 　総　　括

　ア．会計年度任用職員以外の職員

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

報 酬 給 料 職 員 手 当

5
補 正 後

（ 1 ）
1,112 18,824 12,683

（人）

区 分

12,411
5

補 正 前
（ 1 ）

1,060 18,634

272比 較
（ ）

52 190

補 正 後 244 220 1,300

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

比 較

補 正 前 244 220 1,300

職
員
手
当
の
内
訳

（人）

職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

補 正 後
（ ）

18,824 12,460

報 酬 給 料 職 員 手 当
区 分

5

5
補 正 前

（ ）
18,634

比 較
（ ）

190

12,198

262

補 正 後 244 220 1,300

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当職
員
手
当
の
内
訳 比 較

補 正 前 244 220 1,300



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備　　　考
計

5,756 38,37532,619

32,105 5,717 37,822

514 39 553

備　　　考

432 4,205

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

3,720 2,562

2,541

21

432 4,072

133 118

計

3,602

共 済 費 合 計 備　　　考

給　　　　　　与　　　　　　費

31,284 5,756 37,040

36,54930,832 5,717

452 39 491

3,859

備　　　考

432 3,982

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

3,720 2,562

3,602 2,541

123 118 21

432



　イ．会計年度任用職員

時間外勤務
手      当

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

比 較

10

213補 正 前 1,060

比 較 52

補 正 後
（ 1 ）

1,112 223

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

報 酬 給 料 職 員 手 当
（人）

（ ）

補 正 後

補 正 前

（ ）

1



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

備　　　考日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

10

62

1,273 1,273

62

1,335

給　　　　　　与　　　　　　費

共 済 費 合 計 備　　　考

223

計

1,335

213



　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外）

昇給に伴う増減分

区    分 増減額 増減事由別内訳

190給       料 給与改定に伴う増減分 190

その他の増減分

職 員 手 当 262 制度改正に伴う増減分 241

その他の増減分 21



（単位：千円）

職員数の異動状況（会計年度任用職員以外）
現に在職する　

　補正後
　補正前
  増　減
採用、退職の状況

会計間の異動

技能労務職
行政職

若年層から重点的に1,000円～12,000円の引上げ
平均改定率　1級5.2％、2級2.8％、3級1.0％、
　　　　　　4級0.4％、5級以上0.3％

備　　　　考説　　　　　　明

行政職 190
技能労務職

退職者・新採用者差額

職員数 その他 計
5

特別昇給・昇格差額
人 人人 5

再任用職員 人
人

5 人
人

人
人

5

会計間異動の異動による差額

人 人
採　用 退　職 計

その他 人

人
期末手当 123

勤勉手当 118

住居手当
扶養手当

特殊勤務手当
通勤手当

日直手当
時間外勤務手当

退職手当 21
勤勉手当
期末手当
管理職手当



３． 給与及び手当の状況（会計年度任用職員以外）
　ア．職員一人当たりの給与 （単位：円）

　イ．初　　　任　　　給 （単位：円）

　ウ．等 級 別 職 員 数

大　学　卒

）

）

1
）

国の制度

平均年令 ３８歳　５月

区　　　分 行政職
行政職

高　校　卒 166,600 166,600

（ ）

）

40.0%
）

20.0%

）
1 20.0%

）

4
（ ）

3
（ ）（

（

計
（ ）（

（

7
（ ）（

）
1 20.0%

）
1

（ ）

2
（ ）（

（

令和５年９月１日現在

平均給料月額 309,080
令和５年１２月１日現在 平均給与月額 343,523

区　　　　分 行 政 職

区　分
行政職

職員数（人） 構成比（％）級

平均年令 ３８歳　８月
平均給料月額 309,080

令和５年９月１日現在 平均給与月額 348,953

196,200 196,200

6
（ ）（

7
（

1 20.0%

）

4
（ ）（

5
（ ）（

令和５年１２月１日現在
2

3
（ ）（

2
（ ）（

1
（ ）（

20.0%

）
5 100.0%

6
（ ）（

5
（ ）

）

）
1

）
2 40.0%

20.0%
）

1

）
5

計
（ ）（

100.0%



（級別の標準的な職務内容）
区分

　エ．昇　　　　給 

　オ．期末手当 ・ 勤勉手当

　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

部長
一級 二級 三級 四級 五級 六級 七級

行
政
職

主事補、主事 困難な職務を
分掌する主事

主任 係長、主査 課長補佐 課長

区分 合計
代表的な職種

行政職

国 の 制 度
（

）（

（）

補

正

後

補

正

前

号給数別内訳 ２号給（人）

　号給（人）

４号給（人）

昇給に係る職員数 ( B )（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

４号給（人）

有
4.50

）（

補 正 後
（ 1.150 ）（ 1.200 2.35 ）

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

６号給（人）

2.200 2.300

補 正 前
（ 1.150 ）（ 1.150 2.30 ）

有
2.200 2.200 4.40

その他の加算措置等

有
2.200 2.300 4.50
1.150 ）（ 1.200 2.35 ）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(3～45%加算)

備　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算)

35年勤続の者 最高限度

職員数 ( A )（人） 5 5
昇給に係る職員数 ( B )（人）

　号給（人）
８号給（人）

特別昇給に係る職員数（人）
職員数 ( A )（人） 5 5

号給数別内訳 ２号給（人）

特別昇給に係る職員数（人）

６号給（人）
８号給（人）

比　　率( B )／( A )　（％）



　キ．地域手当

　ク． 特 殊 勤 務 手 当

　ケ．そ の 他 の 手 当

代表的な職種
全職種区　　　分

支給率（%） 0
支給対象職員数（人） 0

支給対象地域 無

国の指定基準に基づく支給率（%）

区　　分
扶 養 手 当

税　務　職 保　健　職 保育士職 運転手職

差異の内容

支給対象職員の比率（％）
代表的な特殊勤務手当の名称

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0給料総額に対する比率（％）

同
同
同

住 居 手 当
通 勤 手 当

国　の　制　度　と　の　異　同
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